
平成２６年度第１回 千葉県情報公開推進会議 

会 議 次 第 

 

 

日 時：平成２６年７月１６日（水）  

午前１０時から 

                場 所：千葉県庁本庁舎１階 多目的ホール 

 

１ 開 会 

２ 議 題 

（１）知事が保有する行政文書の開示等に関する規則の改正について 

（２）電磁的記録の写しの交付に際しての記録媒体の取扱いについて 

（３）開示請求等運用状況について 

（４）苦情処理等の報告について 

３ その他 

４ 閉 会 
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知事が保有する行政文書の開示等に関する規則の改正について 

 
１ 改正の内容 
  行政文書の全部を開示する場合（以下「全部開示決定」という。）に出す行

政文書開示決定通知書（以下「開示決定通知書」という。）（＊注１）に、異

議申立てや取消訴訟（以下「異議申立て等」という。）ができる旨の教示文（＊

注２）を入れるもの。 
 
２ 改正に至る背景 
（１）実施機関は異議申立て等を想定して全部開示決定をすることはないので、

情報公開条例制定当初から開示決定通知書には教示文をいれていない。 
（２）しかしながら、対象文書の特定漏れ等について異議申立てがされている

実態があり、また、県情報公開審査会の個別案件の審議において、委員か

ら教示文のないことについて疑問視する意見が出されたところである。 
（３）このような実態が発生するのは、全部開示決定が通常の許可処分とは異

なり、実施機関が特定した行政文書が、開示請求者の求めている情報と異な

る場合があるなど全部開示決定の特殊性に起因するためである。 
（４）上記全部開示決定の特殊性から起因する実態を重視し、開示決定通知書

に教示文を付し、異議申立て等ができる旨の明確化を図り簡易迅速な救済

に資することが、より望ましいと考えられるため改正を行うこととしたい。 
   

３ 教示文を入れる様式について 
   別紙（案）のとおり 
 
４ 他県の状況について（Ｈ２５年１１月千葉県調査） 
  全部開示決定通知において教示をしているのは、１府３県（大阪府、山形

県、三重県、沖縄県）であり、４２都道県は教示をしていない。 
  国は、全部開示決定と部分開示決定が同じ様式であり、教示をしている。 

 
 
 
＊注１・・開示決定通知書の様式は、知事が保有する行政文書の開示等に関する規則

（平成１３年千葉県規則第１１号）第３条第２項に規定する別記第２号様式
に定められている。 

 
＊注２・・行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条第１項及び行政事

件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定による教示。 
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（参 考） 
 
【行政不服審査法】 

第５７条第１項 
行政庁は、審査請求若しくは異議申立て又は他の法令に基づく不服申立て（以

下この条において単に「不服申立て」という。）をすることができる処分をする

場合には、処分の相手方に対し、当該処分につき不服申立てをすることができ

る旨並びに不服申立てをすべき行政庁及び不服申立てをすることができる期間

を書面で教示しなければならない。ただし、当該処分を口頭でする場合は、こ

の限りでない。 
 

【行政事件訴訟法】 

第４６条第１項 
行政庁は、取消訴訟を提起することができる処分又は裁決をする場合には、

当該処分又は裁決の相手方に対し、次に掲げる事項を書面で教示しなければな

らない。ただし、当該処分を口頭でする場合は、この限りでない。 
一 当該処分又は裁決に係る取消訴訟の被告とすべき者 
二 当該処分又は裁決に係る取消訴訟の出訴期間 
三 法律に当該処分についての審査請求に対する裁決を経た後でなければ処

分の取消しの訴えを提起することができない旨の定めがあるときは、その旨 
 
 
 



別 紙（案）       議 題 １  
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第二号様式（第三条第二項） 

行政文書開示決定通知書 

 
第     号 
年  月  日 

 

             様 

 

千葉県知事          □印 

 

 

     年  月  日付けの開示請求について、千葉県情報公開条例第１２条第１項の規定に

より、次のとおり行政文書の全部を開示することを決定したので通知します。 

 
行政文書の件名 

 

 
 
 
 
 

 
開示を実施する 
日 時 及 び 場 所 

 

 
日 時 
 

午前 
年  月  日      時  分 

午後 

場 所 

 
 
 

開示の実施の方法 

 
 
 

 
担 当 課 （ 所 ） 

 

 
 
電話番号（   ）  －      

備 考 

 
 
 

 

教示 
１ この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６０日以
内に、千葉県知事に対して異議申立てをすることができます（なお、この決定があったことを知っ
た日の翌日から起算して６０日以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過する
と異議申立てをすることができなくなります。）。 

２ この決定については、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、千葉
県を被告として（訴訟において千葉県を代表する者は千葉県知事となります。）、処分の取消しの訴
えを提起することができます（なお、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月
以内であっても、この決定の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起す
ることができなくなります。）。ただし、上記１の異議申立てをした場合は、当該異議申立てに対す
る決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に、処分の取消しの訴えを提起する
ことができます。 

注 

１ 指定された開示の日時に来庁できないときは、あらかじめ担当課（所）へ具体的な開示希望

日時を申し出てください。あなたの御都合がよく、かつ、担当課（所）の職員が対応可能な別

の日時を改めて指定します。 

 ２ 行政文書の開示を受ける際には、この通知書を提示してください。 



４ 

 
電磁的記録の写しの交付に際しての記録媒体の取扱いについて 

 
 
 

現状と 
問題点 

 
 

 

  開示請求者が持参した記録媒体へのデータの複写は、県の

システムの安全性の問題から認めない運用をしているが、事

務取扱要綱等に明確な規定がないため、出先機関窓口等にお

いて、開示請求者がＣＤ－Ｒ等を持参して、データの複写を

求めるケースがあり、対応の説明に苦慮している。 

 
 

対応案 
 
 
 
 
 
 

 
（要旨） 

  ・実施機関側で用意した電磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ等）を

使用する旨を、事務取扱要綱に明記する。 

 

（改正イメージ） 

 ・事務取扱要綱に次の一文を追加し、取扱いを明確化する。 

     
      電磁的記録媒体については、実施機関のシステム  

  への安全上、実施機関側で用意したものを用いて、  

  写しの交付を行うこととする。 

 
 

参 考 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜国の取扱状況＞ 

 総務省の「情報公開事務処理の手引」によれば、「写しを

作成する場合の記録媒体については、行政機関のシステムへ

の安全性を考慮して、開示を受ける者の持参した物ではなく、

行政機関側で用意した物を用いて写しの交付を行うこととな

る。」と明確に定めている。 

 

＜他の都道府県の取扱状況＞ 

  全国都道府県へのアンケートの結果では、京都府を除く全

ての都道府県で本県と同様に認めていない。また２２の道県

で規定を設けている。 

   ＜規定例＞ 

    ○ コンピュータウィルス感染を防止する観点から、 

   請求者が持参する媒体を使用することは認めない。 

        （北海道、神奈川県、香川県、愛媛県など） 

    ○ 供与物品の作成は、県の職員が県の機器及び県の物

品を用いて行う。また未使用の記録媒体を使用する。 
（宮城県） 

    ○ 過去に使用されたことのある媒体及び請求者が用 

   意する媒体は使用しない。 

        （佐賀県）                               など 
 

議 題 ２ 



１　請求等の状況

（１）開示請求件数の推移

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

15,299 9,354 20,702 22,434 16,762 23,979 36,510 54,999 21,599 9,456 12,847

288 298 360 360 306 335 402 418 435 488 564

※請求件数は当該年度に開示･不開示の決定を行った件数を記載している。

（２）実施機関別請求件数

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

件数 15,299 9,354 20,702 22,434 16,762 23,979 36,510 54,999 21,599 9,456 12,847

割合 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

件数 4,392 4,159 11,732 6,564 9,504 19,724 27,606 28,583 11,702 4,866 8,934

割合 28.7% 44.5% 56.7% 29.3% 56.7% 82.3% 75.6% 52.0% 54.2% 51.5% 69.5%

件数 8,037 4,158 7,654 13,720 4,290 2,359 7,361 25,614 8,235 2,900 2,969

割合 52.5% 44.4% 37.0% 61.1% 25.6% 9.8% 20.2% 46.6% 38.1% 30.7% 23.1%

件数 166 287 447 359 2,374 1,295 348 387 331 32 21

割合 1.1% 3.1% 2.1% 1.6% 14.2% 5.4% 1.0% 0.7% 1.5% 0.3% 0.2%

件数 2,198 32 98 1,061 134 149 62 9 463 88 0

割合 14.4% 0.3% 0.5% 4.7% 0.8% 0.6% 0.2% 0.0% 2.1% 0.9% 0.0%

件数 51 15 30 264 2 54 150 5 4 0 1

割合 0.3% 0.2% 0.1% 1.2% 0.0% 0.2% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

件数 69 45 83 79 180 28 669 53 91 222 244

割合 0.5% 0.5% 0.4% 0.4% 1.1% 0.1% 1.8% 0.1% 0.4% 2.3% 1.9%

件数 386 658 658 387 278 370 314 348 773 1,348 678

割合 2.5% 7.0% 3.2% 1.7% 1.6% 1.6% 0.9% 0.6% 3.6% 14.3% 5.3%

（３）請求件数及び開示等の実施状況

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

15,299 9,354 20,702 22,434 16,762 23,979 36,510 54,999 21,599 9,456 12,847

件数 8,739 4,588 11,312 8,878 7,905 5,673 5,819 12,397 10,519 3,534 7,203

割合 57.1% 49.0% 54.6% 39.6% 47.1% 23.7% 15.9% 22.5% 48.7% 37.4% 56.1%

件数 5,251 3,094 8,306 12,456 7,395 17,208 30,114 40,671 8,508 5,232 4,786

割合 34.3% 33.1% 40.1% 55.5% 44.1% 71.8% 82.5% 73.9% 39.4% 55.3% 37.3%

件数 1,151 661 1,031 1,042 1,333 857 511 1,673 2,468 622 756

割合 7.6% 7.1% 5.0% 4.6% 8.0% 3.5% 1.4% 3.0% 11.4% 6.6% 5.9%

件数 75 27 1 2 66 184 15 3 16 3 4

割合 0.5% 0.3% 0.0% 0.0% 0.4% 0.8% 0.0% 0.0% 0.1% 0.0% 0.0%

件数 83 984 52 56 63 57 51 255 88 65 98

割合 0.5% 10.5% 0.3% 0.3% 0.4% 0.2% 0.1% 0.5% 0.4% 0.7% 0.8%

※新条例下では、不存在は不開示決定に含まれる。

５

人　事
委員会

議　題　３

年　度

請求件数（件）

請求者数（人）

年　度

全　体

知事部局

教  育
委員会

選挙管理
委員会

監査委員

企業庁

その他

年　度

請求件数

開 示

不開示

却 下

取下げ

開

示

決

定

等

実

施

状

況

部 分
開 示



（４）請求件数の各県比較

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４

15,299 9,354 20,702 22,434 16,762 23,979 36,510 54,999 21,599 9,456

6,974 6,718 4,156 15,062 8,955 5,092 5,391 3,872 5,319 7,713

4,673 4,108 7,174 4,125 4,741 9,447 6,706 8,916 10,489 10,924

2,166 4,223 2,409 12,127 9,716 12,133 5,724 9,161 8,951 3,581

7,315 10,272 11,696 11,071 16,004 14,387 13,982 9,642 11,638 19,494

3,297 3,533 3,467 4,621 4,949 5,833 7,311 10,638 11,635 11,314

5,349 6,953 22,746 15,649 21,113 14,368 15,256 7,695 6,911 5,744

※東京都は処分件数を1件として計上している。

２　不服申立ての状況

（１）不服申立て事案の推移（件）

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

知事部局 9 17 30 10 24 62 61 20 15 11 16

教育委員会 10 6 8 3 23 26 5 4 6 3 28

その他 4 5 11 9 8 5 2 2 3 8 3

合　計 23 28 49 22 55 93 68 26 24 22 47

 

（２）不服申立ての処理状況

認容
一部
認容

棄却 却下 取下げ 審議中 検討中

23 56 182 30 122 67 47

※件数はH13年度からの累計数

（３）平成２５年度の処理状況

認容
一部
認容

棄却 却下

0 4 4 0

1

６

東京都

議　題　３

年　度

千葉県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

神奈川県

年　度

時　点 不服申立件数
処理済

合　計

Ｈ25年度末
527 413 114 527

処理中

25年度中の
処理件数

裁決・決定
取下げ 合　計

8 9
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本県の情報提供の状況について 

 
 県民に対する説明責任を全うし、開かれた県政を実現していくためには、開示請求によるまでも

なく、県政に関する情報を県民がいつでも見られるようにしておくことが大切である。 
そして、大量請求等の問題を経験した本県においては、情報提供を推進することは開示請求制度

の円滑な運用のためにも有効な施策であると考えられることから、情報提供施策の一層の推進に取

り組む必要がある。 
 
１ 県政情報の公表について 
  県の基本計画、主要事業の状況、県民生活の安全と密接に関係する情報などを県民に積極的

に公表するため、「県政情報の公表に関する要綱」を制定し、千葉県文書館において公開して

いる。 
  平成２５年度の公表資料件数は、２，０８１件となっている。 
  主なものとしては、 

「大気中の空間放射線量の測定結果」「千葉県毎月常住人口調査月報」「千葉県鉱工業指数

月報」「千葉県内における熱中症による緊急搬送状況について」などである。 

  県政への透明性を高めるため、重要施策の情報発信やパブリックコメントを通じた積極的な

公開のほかにも、徹底した情報公開を進め、県民への説明責任を果たしていくこととしている。 
 
※千葉県ホームページ 
 千葉県では、重要な媒体であるインターネットによる情報提供として、千葉県ホームページを

平成８年５月に開設している。 
 

年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 
アクセス数 89,737,219 120,819,992 101,923,274 108,461,468 137,831,605 

 
２ 行政資料有償頒布について 
  「行政資料有償頒布実施要綱」を制定し、県の作成する行政資料を文書館で一般県民向けに

販売している。 
  平成２５年度の頒布状況は、５０４種類の行政資料を頒布対象とし、２９２種類を販売した。 
  主なものとしては、「千葉県職員録（平成２４年５月１日）」「公用文作成の手引」「平成

２５年度版 千葉県環境白書」などである。 
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平成２５年度の主な公表情報 

実施機関又は部局 公表件数 主な公表資料の名称（文書館行政資料室における公表） 
総務部 １７２ 知事等交際費執行状況 

庁議 
市町村長名簿の公表について 

総合企画部 １６４ 毎月勤労統計調査地方調査結果 
千葉県毎月常住人口調査月報 
千葉県鉱工業指数月報 

健康福祉部 ２１５ 農薬を検出した冷凍食品に係る健康相談等の状況について 
食中毒の発生について 
感染症の予防のための情報提供について 

環境生活部 ２０８ 大気中の空間放射線量の測定結果 
光化学スモッグの発令状況 
ＮＰＯ・ボランティア活動ニュースレター 

商工労働部 １４１ 千葉県大規模小売店舗立地審議会の開催について 
ちばの旅 
観光情報 

農林水産部 ３２８ 
 

県産米の放射性物質検査結果について 

県産牛肉のモニタリング検査結果について 
県産農産物の放射性物質検査結果について 

県土整備部 １５７ 千葉県都市計画審議会の開催について 

東京湾アクアラインの交通量について 

防災危機管理部 １５８ 千葉県内における熱中症による緊急搬送状況について 
水道局 ２２ 発注見通しに関する事項の発表 
企業庁 １４ 企業庁新経営戦略プランの実施結果について 
病院局 ２０ 救急の日 公開セミナーの開催について 
教育庁 ３０７ アクアラインマラソン実行委員会総会の開催について 

千葉県教育委員会会議資料 
警察本部 ５２ 交通安全運動 

訓令・通達 
 

人事委員会他 １２３ 
 

議長交際費執行状況 

計 ２，０８１  
（平成２６年３月３１日現在） 

 
 
 
 
 
 



 議 題 ３  

9 

主な有償頒布行政資料    
平成２５年度（平成２６年３月３１日末現在販売部数の多いもの） 
  行政資料名 作成課 販売部数 

１ 千葉県職員録（平成２５年５月１日） 総務課 １０，５３９ 
（３７） 

２ 公用文作成の手引 政策法務課   １，２１３ 
   （１０３） 

３ 平成２５年度版 千葉県環境白書 資料編 環境政策課 ２９９ 
４ 平成２５年度版 千葉県環境白書 環境政策課    ２９８ 
５ 職員の給与等に関する報告及び勧告（平成25年版） 人事委員会任用課 １９５ 

６ 関東ふれあいの道 千葉県内ルートマップ 自然保護課 １１８ 
（７） 

７ 開発許可制度の解説（都市計画法編） 都市計画課 １１７ 
（２） 

８ 東日本大地震の記録 防災政策課 １１５ 
（５） 

９ 開発許可制度の解説（宅地造成等規制法編） 都市計画課 １０９ 
（２） 

１０ 千葉県病院名簿（平成２５年４月１日） 医療整備課 ９７ 
（２） 

 その他  ２，０４５ 
（３５） 

合計（５０４種類）    ２９２種類 １５，１４５ 
（１９３） 

※販売部数欄の（ ）書の外数は地域振興事務所等分     販売額 ６，０２０，０９０円 
（ほか地域振興事務所分２１４，８１０円）    

 
平成２４年度（平成２５年３月３１日末現在販売部数の多いもの） 
  行政資料名 作成課 販売部数 

１ 千葉県職員録（平成２４年５月１日） 総務課 １０，９３７ 
（１３） 

２ 公用文作成の手引 政策法務課   ５，２２１ 
   （４５８） 

３ 平成２４年度版 千葉県環境白書 環境政策課 ３０１ 

４ 平成２４年度版 千葉県環境白書 資料編 環境政策課 ３０１

５ 平成２３年度版 千葉県環境白書 環境政策課 ２３２ 
（１） 

６ 職員の給与等に関する報告及び勧告（平成24年版） 人事委員会任用課 ２３０ 

７ 平成２３年度版 千葉県環境白書 資料編 環境政策課 ２２９ 
（１） 

８ 千葉県病院名簿（平成２４年４月１日） 医療整備課 １５３ 

９ 千葉県精神保健福祉ガイドブック平成２４年３月 精神保健福祉センター １５１ 
（５４） 

１０ 防災誌「関東大震災」  消防地震防災課 １２０ 
（６） 

 その他  ２，２６９ 
（６５） 

合計（４４３種類）    ２８３種類 ２０，１４４ 
（５９８） 

※販売部数欄の（ ）書の外数は地域振興事務所等分     販売額 ７，０１７，０００円 
（ほか地域振興事務所分１３８，９２０円） 
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苦情処理等の報告について 

   

 

 

 

苦情処理状況（件）                                             （H26.6.30 現在） 

 

 

年度 

 

処理結果 

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 計 

実施機関に是正を

求めた事案 
4 1 1 6 5 7 6 5 0 2 37 

実施機関の対応に

不適切な点がなか

った事案 

7 9 12 19 4 9 16 10 14 0 100 

行政不服審査法な

ど他制度により処

理されるべき事案 

9 2 2 0 0 0 3 3 2 0 21 

取下げの事案 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 

処理中の事案 0 0 0 0 0 0 0 0 1 3 4 

年度別苦情件数 

 

（申出実人数）名 

20 
 

(6） 

12 
 

(2） 

16 
 

(2） 

25 
 

(2） 

9 
 

(6） 

16 
 

(2） 

25 
 

(2） 

19 
 

(2） 

17 
 

(1） 

5 
 

(1） 

164 
 

(10） 


